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前文 

○文化のもつ力とその力への期待 

文化は、人が本来有している創造性を育み、その表現力を高めるとともに、お互

いを理解し尊重し合う気持ちを醸成し、多様性を受け入れることのできる心豊かで

平和な社会を形成する礎となるものである。 

○三重の文化の特色とその意義 

三重県は、日本列島の中央に位置し、南北に長い県土をもっている。東側は伊勢

湾、熊野灘に面し、変化に富んだ地形と、多様で豊かな自然環境を有している。 

こうした自然環境を背景に、人々は暮らしの中で文化を育んできた。地域の環境

に応じた農業や林業、漁業の文化を生み、それらは棚田や森林の景観、海女漁の技

術等として今日まで受け継がれている。また、各地には山・鉾・屋台行事をはじめ、

地域に根差した祭りや行事が育まれ、豊かな歴史や文化が今日も存在している。 

さらに、この三重の地は伊勢と熊野を擁している。伊勢は、古代より、朝廷が斎

宮を設けて祭祀を行い、江戸時代には民衆が全国から伊勢参りを行った地である。

熊野は、上皇や貴族が熊野詣を行い、江戸時代には西国巡礼と結びついて、民衆が

伊勢から伊勢路を経て向かった地である。全国の人々が憧れ、訪れる日本の精神文

化の源流ともいうべき拠点があることは、三重の文化の特色のひとつである。 

旅人が三重の地を次々と訪れるなかで、三重の人々は、おかげ参りの人々に飲食

物を提供し、西国巡礼者に善根宿を設けるなど、旅人を手厚くもてなした。こうし

て外部の人々や文化を懐深く受け入れる寛容さや温かいもてなしの心が育まれた。 

同時に、三重の地から全国に向けて文化が発信された。伊勢型紙を使った染め物

は全国で流行し、伊勢商人は江戸に店を構えて伊勢の物産を商った。明治時代以降

も伊賀焼や万古焼などが生産されるなど、文化が地域の発展につながってきた。 

 こうした世代を超えて引き継がれ、今日の地域社会の精神的な基盤となる文化

は、われわれ県民が拠って立つアイデンティティそのものである。 

○条例制定の背景 

21 世紀に入り人口減少や少子高齢化、デジタル化の急速な進展など、刻々と大き

く変化する状況の中で、誰ひとり取り残さない持続可能な社会を実現するため、私

たちはこれまで培われた三重の特色ある文化の土壌を未来へと継承し、地域の文化

力を高めていくことが求められている。また、文化は、広く社会全体に波及する強

い力を有しており、その振興に当たっては、教育、福祉、産業、観光などの幅広い

分野との適切な連携を視野に入れた、施策の展開も求められる。 

○目指すべき姿の実現 

ここに、私たちは、文化に関する施策についての基本理念を明らかにしてその方

向を示し、文化に関する施策を総合的かつ計画的に推進していくことにより、県民

一人ひとりが自主性や創造性を発揮し、日々の暮らしの中で生きがいや心の豊かさ

を実感できる、活力ある三重の実現を目指して、この条例を制定する。 
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（趣旨等） 

前文では条例制定の背景や趣旨を明らかにしています。 

第１段落では、条例制定にあたって、文化の持つ力とその力への期待を述べ、文

化は心豊かで平和な社会を形成していく基礎となることを述べています。 

第２段落から第７段落では三重の文化の特色とその意義について述べています。 

第２段落では、三重の文化を育む背景として、日本列島の中における地理的位置

と三重県の地勢、豊かで多様な自然環境について述べています。 

第３段落では、三重県内の各地域で、その地の自然環境に即した生業が営まれ、

そこから多様な文化が育まれてきたことを述べるとともに、これらを背景に各地域

で様々な祭りや行事が育まれ、世代を超えて受け継がれてきたことを述べていま

す。 

第４段落では、三重県の文化に大きな影響を及ぼしている重要な要素として、伊

勢と熊野をとりあげ、日本全国の人々が古代以来憧れ、また訪問し、日本の精神文

化にも大きな影響を及ぼしてきたことを述べています。 

第５段落では、おかげ参りや善根宿を取り上げながら、伊勢と熊野を擁する三重

の人々が、三重を訪れる旅人を支援し、もてなしてきたことを述べ、三重の文化の

寛容さやもてなしの心が育まれてきたことを述べています。 

第６段落では、伊勢型紙や伊勢商人、伊賀焼や万古焼を取り上げながら、三重の

人々が外部の人々と交流する中で、三重の文化を全国に発信し、それが地域の発展

につながってきたことを述べています。 

第７段落では、これまでに述べてきた三重の文化の特色は、世代を超えて現代に

まで受け継がれ、地域社会の精神的な基盤となるものであり、県民それぞれの心の

拠りどころとなるものであることを述べています。 

第８段落では、この時期に条例を制定する背景として、社会の急激な変化の中で

持続可能な社会の実現には文化の力が必要であり、文化が幅広い分野と連携して施

策を展開することが必要であることを述べています。 

第９段落では、前文の結びとして、本条例で記述する基本理念とそれに基づく総

合的かつ計画的な施策の推進が、県民一人ひとりが生きがいと心の豊かさを実感で

きる、活力ある三重の実現へつながることを宣言しています。 
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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、文化の振興及び文化により生み出される価値の活用（以下「文

化の振興等」という。）に関し、基本理念を定め、県の責務等を明らかにするとと

もに、文化の振興等に関する施策の基本となる事項を定めることにより、当該施

策を総合的かつ計画的に推進し、もって一人ひとりが生きがいと心の豊かさを実

感できる県民生活及び活力ある地域社会の実現に寄与することを目的とする。 

（趣旨等） 

本条例は、本県の文化行政を取り巻く状況を踏まえ、これからの三重の文化政策

の方向性を示すことを基本的な考え方とします。 

 

本県の文化行政の課題としては、「人口減少や少子高齢化、デジタル化など、社会

が大きく変化していく中で、いかに文化を継承、発展させていくか」、「コロナ禍の

影響を受けた県民の文化に対する意識を、いかに高揚させていくか」、「文化により

生み出される様々な価値を、いかに地域社会の活性化に生かしていくか」などが挙

げられます。 

 

文化は、自らのアイデンティティの基盤としての役割をもち、人々の感性や想像

力を高め、心の豊かさを育むものであるとともに、観光や地域づくりなど、さまざ

まな主体と連携することで生み出される新たな価値を文化の継承、発展及び創造に

生かすことにより、活力ある地域づくりが期待できます。 

 

本条では、文化の振興等に関する基本理念を定め、県の責務等を明確にするとと

もに、基本理念にもとづく基本的な施策を定めることにより、本県の文化政策を総

合的かつ計画的に推進し、一人ひとりが生きがいと心の豊かさを実感できる県民生

活及び活力ある地域社会を実現するという目的を規定します。  
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（基本理念） 

第２条 文化の振興等に当たっては、文化活動を行う者の自主性が十分に尊重さ

れなければならない。 

２ 文化の振興等に当たっては、文化活動を行う者の創造性が十分に尊重される

とともに、その能力が十分に発揮されるよう考慮されなければならない。 

３ 文化の振興等に当たっては、文化を創造し、享受することが人々の生まれな

がらの権利であることに鑑み、県民がその年齢、障がいの有無、経済的な状況

又は居住する地域にかかわらず等しく、文化を鑑賞し、これに参加し、又はこ

れを創造することができるような環境の整備が図られなければならない。 

４ 文化の振興等に当たっては、県民が、三重の歴史的資産等（本県の各地域で

継承されている伝統的な芸能、祭り、年中行事、文化財等をいう。）を通じて、

三重の文化に対する関心と理解を深め、郷土への誇りと愛着を持てるよう配慮

されなければならない。 

５ 文化の振興等に当たっては、三重の自然、歴史及び風土に培われてきた多様

で特色ある文化が、県民の共通の財産であるという認識の下、その保護及び発

展が図られなければならない。 

６ 文化の振興等に当たっては、三重の文化が広く国内外へ発信されるととも

に、文化に関する交流が図られなければならない。 

７ 文化の振興等に当たっては、乳幼児、児童、生徒等（以下「子どもたち」と

いう。）に対する文化に関する教育の重要性が考慮されるとともに、教育機関、

文化活動を行う者及び団体（以下「文化団体等」という。）、家庭並びに地域に

おける活動の相互の連携が図られるよう配慮されなければならない。 

８ 文化の振興等に当たっては、文化活動を行う者その他広く県民の意見が反映

されるよう十分配慮されなければならない。 

９ 文化の振興等に当たっては、文化により生み出される様々な価値を文化の継

承、発展及び創造に生かすことが重要であることに鑑み、文化の固有の意義と

価値を尊重しつつ、観光、まちづくり、国際交流、福祉、教育、産業その他の

各関連分野における施策との有機的な連携が図られるよう配慮されなければな

らない。 

（趣旨等） 

本条では、本県の文化の振興等に関する基本的な考え方を示し、９つの基本理念を

規定します。 

 

第１項では、文化が人間の自由な発想による精神活動及びその現れであることを

踏まえ、文化活動を行う者の自主性を尊重することを規定します。 

 

第２項では、文化が活発で意欲的な創造活動により生み出されるものであることを

踏まえ、文化活動を行う者の創造性を尊重し、十分にその能力が発揮されるよう考慮

することを規定します。 

 



7 

 

第３項では、文化を創造し、享受することは、人々の生まれながらの権利である

ことから、県民の誰もが、文化にふれ親しみ、創造することができるような環境の

整備を図ることを規定します。 

 

第４項では、文化は個人や地域におけるアイデンティティの基盤としての役割をも

つことから、三重の豊かな歴史的資産等を通じて、三重の文化に対する関心と理解を

深め、郷土への誇りと愛着を持てるよう配慮することを規定します。 

 

第５項では、三重の多様で特色ある文化は、地域に根差したものであり、県民の

歴史、文化の理解や心の拠りどころであるという認識から、貴重な県民共通の財産

として、その保護及び発展を図ることを規定します。 

 

第６項では、三重の文化を発信するとともに、文化に関して交流することは、文化

活動の活発化や新たな文化活動の創造につながるだけでなく、人々の相互理解や地域

の活性化にもつながることから、三重の文化を国内外へ積極的に発信し、文化に関す

る交流を促進することを規定します。 

 

第７項では、文化に関する教育は、子どもたちの豊かな感性や創造性、文化に親し

む心を育むとともに、将来の文化の担い手を育てることにつながることから、子ども

たちへの文化に関する教育の重要性を考慮するとともに、教育機関をはじめ、文化団

体等、家庭、地域における活動の相互の連携に配慮することを規定します。 

 

第８項では、文化振興等に関する施策の立案、実施等にあたっては、県民の理解と

参加が必要不可欠であることから、県民の意見が反映されるよう十分配慮することを

規定します。 

 

第９項では、文化は、様々な関連分野とつながりながら、新しい社会的、経済的価

値等を生み出しますが、その新しい価値を、文化の継承や発展、創造に還元していく

という好循環を創り上げることが重要であることから、文化固有の意義と価値を尊重

しつつ、文化の振興等に関する施策と観光やまちづくり等の関連分野における施策が、

有機的に連携できるよう配慮することを規定します。 
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（県の責務） 

第３条 県は、前条に定める基本理念にのっとり、文化の振興等に関する施策を

総合的かつ計画的に実施する責務を有する。 

（趣旨等） 

本条では、県民の生きがいと心の豊かさを実現するため、県は、文化の振興等に関

する施策を総合的かつ計画的に実施する責務を有することを規定します。 
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（県民の役割） 

第４条 県民は、文化についての関心及び理解を深めるとともに、自主的かつ主体

的な文化活動を通じて、文化の振興等に積極的な役割を果たすよう努めるものと

する。 

（文化団体等の役割） 

第５条 文化団体等は、自主的かつ主体的に文化活動の充実を図るとともに、文化

の振興等に積極的な役割を果たすよう努めるものとする。 

（教育機関の役割） 

第６条 教育機関は、子どもたちをはじめ、県民の感性及び創造性を育むことがで

きるよう、文化にふれ親しむ機会の創出に努めるものとする。 

２ 高等教育機関等は、専門的知識を生かした調査研究等を通じて、文化の振興等に

積極的な役割を果たすよう努めるものとする。 

（事業者の役割） 

第７条 事業者は、文化についての関心及び理解を深めるとともに、文化活動への

参画又は支援を通じて、文化の振興等に積極的な役割を果たすよう努めるものと

する。 

（趣旨等） 

文化の振興等に関しては、基本理念で規定しているように、その自主性を尊重する

ことを基本としつつ、関係主体が、文化が果たす役割の重要性について理解を深める

とともに、自立し、行動していくことが重要です。 

 

第４条では、県民については、本県の文化の最も基本的な担い手であることから、

文化についての関心と理解を深めるとともに、自主的・主体的な活動を通じて、文化

の振興等に積極的な役割を果たすよう努めることを規定します。 

 

第５条では、文化団体等については、その活動が本県の文化振興に大きく関係する

ものであることから、文化活動の充実を図るとともに、文化の振興等に積極的な役割

を果たすよう努めることを規定します。 

 

第６条第１項では、教育機関については、次代を担う子どもたちをはじめ、県民が

豊かな感性や創造性、文化に親しむ心を育むため、その果たす役割は重要であること

から、文化にふれ親しむ機会の創出に努めることを規定します。 

なお、教育機関には、小学校、中学校、高等学校や大学等の学校教育を行う機関、

図書館、美術館、博物館等の社会教育を行う機関を含みます。 

また、同条第２項では、大学等の高等教育機関等については、専門的知識を生かし

た調査研究等を通じて、文化の振興等に積極的な役割を果たすよう努めることを規定

します。 

 

第７条では、事業者については、地域経済及び地域社会の重要な担い手であること

から、文化についての関心と理解を深めるとともに、文化活動への参画又は支援を通

じて、文化の振興等に積極的な役割を果たすよう努めることを規定します。 
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（市町等との連携） 

第８条 県は、県民が広く文化を創造し、享受することができるよう、文化の振興

等を図る上で市町が果たす役割の重要性に鑑み、市町との相互連携に努めるもの

とする。 

２ 県は、文化の振興等に当たっては、文化団体等、教育機関、事業者その他の関

係者との連携に努めるものとする。 

（趣旨等） 

文化の振興等に関する施策は、関係主体が連携を強化し、協働することで、より効

果的かつ効率的に機能すると考えられます。 

 

本条では、市町については、地域で包括的な役割を担う基礎自治体であり、県民が

広く文化を創造し、享受できる環境を実現させるために、その役割は重要であること

から、県は、市町との相互連携に努めることを規定します。 

 

また、第２項では、県は、文化団体等、教育機関、事業者その他関係者との連携に

努めることを規定します。 
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（基本計画） 

第９条 県は、文化の振興等に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

文化の振興等に関する基本的な計画（以下「基本計画」という。）を定めるものと

する。 

２ 知事は、基本計画を定めるに当たっては、あらかじめ、三重県文化審議会の意

見を聴くとともに、県民の意見を反映することができるよう適切な措置を講ずる

ものとする。 

３ 知事は、基本計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

４ 前２項の規定は、基本計画の変更について準用する。 

（趣旨等） 

本条例は、文化の振興等に関する基本的な考え方を定めたものであるため、より具

体的な施策を総合的かつ計画的に推進していくにあたっては、取組の方向性、主要な

施策等を中長期的な視点でとりまとめた基本計画の策定が必要であることから、本条

第１項では、県は、文化の振興等に関する基本的な計画を策定することを規定します。 

 

また、第２項以下では、基本計画の策定、変更にあたっては、三重県文化審議会へ

の意見聴取を行うとともに、パブリックコメント等、県民の意見を反映するための措

置を講ずるほか、基本計画を遅滞なく公表することを規定します。 

 

 

（財政上の措置） 

第 10 条 県は、文化の振興等に関する施策を推進するため必要な財政上の措置を

講ずるよう努めるものとする。 

（趣旨等） 

文化の振興等に関する施策を総合的かつ計画的に推進するためには、一定の財政措

置が必要であることから、本条では、県は、財政上の措置を講ずるよう努めることを

規定します。 

 

 

（推進体制の整備） 

第 11条 県は、文化の振興等に関する施策を推進するため必要な体制を整備するも

のとする。 

（趣旨等） 

文化の振興等に関する施策を総合的かつ計画的に推進するためには、庁内体制の整

備、市町との連携等、体制の整備が必要であることから、本条では、県は、推進体制

を整備することを規定します。 
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第２章 文化に関する基本的施策 

第１節 文化の振興 

（芸術の振興） 

第 12条 県は、文学、音楽、美術、写真、演劇、舞踊、メディア芸術（映画、漫画、

アニメーション及びコンピュータその他の電子機器等を利用した芸術をいう。）

その他の芸術の振興を図るため、必要な施策を講ずるものとする。 

（趣旨等） 

本条では、「芸術」について例示し、その振興を図るため、必要な施策を講ずること

を規定します。 

 

 

（芸能の振興） 

第 13条 県は、講談、落語、浪曲、漫談、漫才、歌唱その他の芸能（第 24条に規

定する伝統芸能及び民俗芸能を除く。）の振興を図るため、必要な施策を講ずる

ものとする。 

（趣旨等） 

本条では、「芸能」について例示し、その振興を図るため、必要な施策を講ずること

を規定します。 

 

 

（生活文化の振興及び国民娯楽の普及） 

第 14条 県は、生活文化（茶道、華道、書道、食文化その他の生活に係る文化をい

う。）の振興を図るとともに、国民娯楽（囲碁、将棋その他の国民的娯楽をいう。）

の普及を図るため、必要な施策を講ずるものとする。 

（趣旨等） 

本条では、「生活文化」及び「国民娯楽」について例示し、その振興及び普及を図る

ため、必要な施策を講ずることを規定します。 
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第２節 文化にふれ親しみ、創造する環境づくり 

（県民の文化に関する関心及び理解の醸成） 

第 15 条 県は、県民の文化に対する関心及び理解を深めるため、必要な施策を講

ずるものとする。 

（趣旨等） 

本県の文化の振興等に取り組むためには、まず、県民の文化に対する関心及び理解

を深め、文化への親しみをもってもらうことが重要です。 

 

本条では、県は、県民の文化への関心と理解を深めるため、必要な施策を講ずるこ

とを規定します。 

 

 

（県民の鑑賞等の機会の充実） 

第 16 条 県は、広く県民が自主的に文化を鑑賞し、これに参加し、又はこれを創

造する機会の充実を図るため、必要な施策を講ずるものとする。 

（趣旨等） 

 全ての県民に生きがいや心の豊かさを実感してもらうためには、県民の誰もが、居

住する地域や経済的な状況等にかかわらず、一人ひとりの興味や関心に応じて、生涯

を通じて文化や芸術を鑑賞したり、文化活動に参加できるような環境づくりに取り組

むことが重要です。 

 

本条では、県は、広く県民が、自主的に文化を鑑賞し、参加し、創造できる機会を

充実させるため、必要な施策を講ずることを規定します。 

 

 

（文化施設の充実） 

第 17条 県は、自らが設置する文化施設に関して、施設の充実に努めるとともに、

文化活動の拠点として、文化の鑑賞、活動及び交流の場としての機能の充実を図

るため、必要な施策を講ずるものとする。 

（趣旨等） 

 県民が、文化や芸術を鑑賞する、文化活動を行う、また、交流するための拠点とし

て、県立文化施設の果たす役割は重要です。 

 

 本条では、県は、県立文化施設の設備等を充実させるとともに、文化活動の拠点と

しての機能を充実させるため、必要な施策を講ずることを規定します。 
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（高齢者、障がい者等の文化活動の充実） 

第 18 条 県は、高齢者、障がい者等が行う文化活動の充実を図るため、これらの

者による文化活動が活発に行われるような環境の整備その他の必要な施策を講

ずるものとする。 

（趣旨等） 

年齢や障がいの有無等にかかわらず、県民の誰もが、文化にふれ親しみ、創造でき

るよう、高齢者、障がい者等による文化活動が活発に行われるような環境づくりに取

り組むことは重要です。 

また、文化活動を通じて、高齢者の豊かな経験や知識等が生かされるとともに、障

がい者の個性や能力が発揮され、社会参加が促進されることは、共生社会の実現にも

つながります。 

 

本条では、県は、高齢者や障がい者等の文化活動が活発に行われるよう、必要な施

策を講ずることを規定します。 

 

 

（子どもたちの文化活動の充実） 

第 19 条 県は、子どもたちの豊かな感性及び創造性並びに郷土への誇りと愛着を

育むため、子どもたちが文化にふれ親しむ機会の創出、子どもたちによる文化活

動への支援その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（趣旨等） 

次代を担う子どもたちが、多彩な芸術、地域の多様で特色ある文化にふれ親しむこ

とは、その感性や創造性を育み、豊かな人間性を身に着けることにつながるとともに、

地域に対する誇りや愛着を醸成し、次代の文化の担い手として、地域の文化の発展に

貢献しようとする思いを育むことにもつながります。 

 

本条では、県は、子どもたちの豊かな感性や創造性、郷土への誇りと愛着を育むた

め、子どもたちが文化を鑑賞、体験する機会を創出するとともに、子どもたちの文化

活動への支援に取り組むなど、必要な施策を講ずることを規定します。 
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（文化活動への支援） 

第 20 条 県は、文化団体等が行う文化活動が自主的に行われ、継続し、及び発展

するため、必要な施策を講ずるものとする。 

２ 県は、個人又は事業者等による文化活動に対する支援活動の促進が図られるよ

う、普及啓発、情報の提供等必要な施策を講ずるものとする。 

（趣旨等） 

文化活動が活発に行われるために、文化活動を行う個人や団体が、自主的かつ意欲

的に活動し、その創造性が十分に発揮できるような環境づくりに取り組むことは重要

です。 

 

本条第１項では、県は、文化活動を行う個人や団体の自主的な活動を支援し、その

活動が継続的に行われ、発展していくよう、支援体制の充実など、必要な施策を講ず

ることを規定します。 

 

 また、第２項では、文化を支え育てるため、文化を通じた社会貢献への意識を高め、

個人や事業者等による文化活動に対する支援活動（寄附、メセナ活動等）が促進され

るよう、県は、普及啓発や情報の提供など、必要な施策を講ずることを規定します。 
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第３節 文化を育み、継承する人材の育成 

（文化の担い手の育成及び確保） 

第 21条 県は、文化に関する創造的活動を行う者、伝統芸能等の継承を行う者、文

化財等（第 23条に規定する文化財等をいう。）の保存及び活用に関する専門的知

識及び技能を有する者その他の文化の担い手の育成及び確保を図るため、必要な

施策を講ずるものとする。 

（趣旨等） 

少子高齢化や過疎化に伴い、文化活動を行う者が減少、高齢化し、地域の文化を継

承する人材が不足するなど、文化の振興等の基盤となる人材の育成と確保が大きな課

題となっています。 

 

本条では、県は、文化に関する創造的活動を行う者、伝統芸能等の継承を行う者、

文化財等の保存及び活用に関する専門的知識及び技能を有する者等の育成・確保を図

るため、子どもたちの文化活動の機会の確保、若い担い手の発表の機会や専門的人材

等の能力を高めるための研修など、必要な施策を講ずることを規定します。 

 

 

（顕彰） 

第 22 条 県は、文化活動で顕著な成果を収めた者及び文化の振興に寄与した者を

顕彰するものとする。 

（趣旨等） 

顕彰制度は、優れた創造活動を行った者や文化の振興に寄与した者に敬意を表する

ことで、文化活動の活性化に大きな役割を果たすとともに、後進の意欲を喚起するな

ど、人材の育成につながります。 

 

本条では、県は、文化活動で顕著な成果を収めた者や文化の振興に寄与した者を顕

彰することを規定します。 
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第４節 三重の歴史的資産等の保存、活用及び継承 

（文化財等の保存、活用及び継承） 

第 23条 県は、有形及び無形の文化財並びにその保存技術（以下「文化財等」とい

う。）の保存、活用及び継承を図るため、文化財等に関し、修復、防災対策、公開

等への支援その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（趣旨等） 

文化財等は、県民の貴重な財産として、今後も守り伝えられるため、将来に向けて

適切に保存し、個々の性質に応じて適切で有効な活用を進め、確実に次世代へ継承す

るとともに、県民が心豊かな生活を送るための糧として親しまれることが重要です。 

  

本条では、県は、文化財等の保存、活用及び継承を図るため、所有者等による修復、

防災対策、公開等への支援など、必要な施策を講ずることを規定します。 

 

 

（伝統芸能及び民俗芸能等の継承及び発展） 

第 24条 県は、伝統芸能（雅楽、能楽その他の我が国古来の伝統的な芸能をいう｡）、

民俗芸能（神楽、風流、民謡その他の地域の人々によって行われる民俗的な芸能

をいう｡）並びに祭り、年中行事その他の地域の歴史及び風土の中で形成されて

きた文化の継承及び発展を図るため、必要な施策を講ずるものとする。 

（趣旨等） 

本条では、「伝統芸能」、「民俗芸能」について例示し、それらのほか、祭りや年中行

事等地域の歴史及び風土の中で形成されてきた文化の継承及び発展を図るため、必要

な施策を講ずることを規定します。 
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第５節 文化を生かした地域の活性化と魅力の発信 

（文化を生かした地域の活性化） 

第 25 条 県は、文化が地域の活性化に資するよう、地域住民が主体となって取り

組む文化を生かしたまちづくりの推進を図るため、必要な施策を講ずるものとす

る。 

（趣旨等） 

地域の文化は、地域住民が長い間守り、継承してきた貴重な財産であるとともに、

魅力的な文化資源であることから、保存と活用の両輪で取り組みながら、地域の活力

の向上に生かしていくことは重要です。 

また、文化や芸術がもつ多様な価値を生かし、文化とまちづくり施策との連携を推

進することは、活力や魅力のある地域づくりにつながることが期待されます。 

 

本条では、県は、文化を通じて地域の活性化を図るため、地域住民が主体となって

取り組む文化を生かしたまちづくりを推進できるよう必要な施策を講ずることを規

定します。 

 

 

（文化と観光等との連携） 

第 26 条 県は、文化と観光等との相互連携の促進その他の必要な施策を講ずるも

のとする。 

（趣旨等） 

地域の魅力的な文化資源を生かし、文化と観光等の関連分野が相互に連携すること

は、地域産業の振興につながり、地域に経済的な活力を生み出すとともに、ひいては、

その活力が地域の文化の発展に還元されることが期待されます。 

 

本条では、県は、文化と観光等との相互連携の促進など、必要な施策を講ずること

を規定します。 
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（歴史と伝統文化を生かした郷土愛の醸成） 

第 27条 県は、県民が三重の文化を通じて郷土に対する誇りと愛着を持てるよう、

郷土の歴史及び伝統文化を学ぶ機会の創出その他の必要な施策を講ずるものと

する。 

（趣旨等） 

郷土の歴史や伝統文化を学ぶことを通じて、郷土に対する誇りと愛着を醸成するこ

とは、三重県民としてのアイデンティティを育むとともに、地域の文化だけでなく、

地域そのものの発展に貢献しようとする思いを育むことにもつながります。 

 

本条では、県は、県民が郷土に対する誇りと愛着を持てるよう、郷土の歴史や文化

を学ぶ機会の創出など、必要な施策を講ずることを規定します。 

 

 

（三重の文化の魅力の発信と交流の推進） 

第 28 条 県は、三重の文化の魅力に関する情報を積極的に国内外に向けて発信す

るとともに、文化を通じた地域間の交流等の推進を図るため、必要な施策を講ず

るものとする。 

（趣旨） 

三重の文化の魅力を積極的に発信し、文化を通じた地域間の交流等を推進すること

は、文化活動の活発化や新たな文化活動の創造につながるだけでなく、三重のイメー

ジアップや、交流人口や関係人口の拡大など、地域の活力の向上につながることが期

待されます。 

 

本条では、県は、三重の文化の魅力に関する情報を積極的に国内外に向けて発信し、

文化を通じた地域間の交流等を推進するため、必要な施策を講ずることを規定します。 
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第３章 三重県文化審議会 

（三重県文化審議会） 

第 29条 文化の振興等に資するため、三重県文化審議会（以下「審議会」とい

う。）を置く。 

（所掌事項） 

第 30条 審議会は、第９条第２項（同条第４項において準用する場合を含む。）

に規定する事項を処理するほか、知事の諮問に応じ、文化の振興等に関する重

要事項について調査審議する。 

（委員） 

第 31条 審議会は、委員 20人以内で組織する。 

２ 委員は、学識経験を有する者のうちから、知事が任命する。 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間

とする。 

４ 委員は、再任されることができる。 

（専門委員） 

第 32条 審議会に、専門事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、学識経験を有する者及び関係行政機関の職員のうちから知事が 

任命する。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときに解任されるものと

する。 

（会長等） 

第 33条 審議会に会長１名及び副会長１名を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員が互選する。 

３ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

５ 会長及び副会長にともに事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員が

会長の職務を代理する 

（趣旨等） 

 第２９条以下では、知事の諮問に応じ、基本計画の策定及び変更、その他文化振興

等に関する重要事項を調査、審議するため、三重県文化審議会について規定します。 

 なお、本条例の制定に伴い、現行の三重県文化審議会条例（三重県条例第 33 号）

は廃止し、審議会の設置根拠を本条例に移すこととします。 

 


